
1　本稿の意義

我が国の地方自治体は新型コロナウィルスによるパンデミックを契機として急速にデジタ

ル化を進めようとしている．2020年 12月 25日に閣議決定された「デジタル・ガバメント

実行計画」では「地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進」が示された．そして，

同日には総務省からこれらを具体化した「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）

推進計画」（以下，自治体 DX推進計画）が示された．自治体 DX推進計画では，1）自治体

の情報システムの標準化・共通化，2）マイナンバーカードの普及促進，3）自治体の行政手

続のオンライン化，4）自治体の AI・RPAの利用推進，5）テレワークの推進，6）セキュリ

ティ対策の徹底，が重点取組事項とされた．特に自治体の情報システムの標準化・共通化で

は基幹系 20業務システムについて 2025年度までに国の策定する標準仕様に準拠したシステ

ムへ移行するとされた．

他方，情報学の分野ではデジタル化が Society 5.0をもたらすとされ，産業革命や情報革命

に匹敵する程度に社会を変革すると言われている．ここで，1980年代以降，政府では NPM 

（New Public Management）の導入によって民間企業のようなマネジメントが浸透してきた．

デジタル化がこのように大きな変革であれば政府の経営のモデルもこれまでとは異なってく

ると考えられる．この点，Dunleavy, et. al （2008）はデジタル化が進展すれば，行政管理のモ

デルは NPMから DEG （Digital-Era Governance）に移行する必要があるとした．しかし，現

在のところ DEGの有効性を示す経験的な証拠は十分に蓄積されていない．そこで，本稿で

は我が国の地方自治体を対象としてデジタル化における DEGの有効性について検証する．

2　先行研究のレビューと仮説

1980年代以降，行政管理の分野では NPMが世界的なトレンドとなった（Hood; 1991）．

NPMの理論は，可能な限り公的部門に市場原理と民間のマネジメントの手法を導入し，民

営化，分権化とアカウンタビリティの向上，成果による管理を図ろうとする考え方である．

しかし，2000年代に入ると NPMに対する批判が展開されるようになった．この点，Dunleavy, 

et. al （2008）は ITによる変化に着目した．即ち，行政管理や公共政策においてこれまで外

縁だった ITの変化はその重要性が増し，もはや決定要因になっていると指摘した．そして，

ITの変化に対応するため，政府はガバナンスのモデルを NPMから DEGに移行する必要が

あるとした．
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DEGは NPMに伴って生じた変化を反転させることだとしている．DEGは，1）再統合，2）

ニーズベースのホーリズム，3）プロセスのデジタル化，から構成される．このうち再統合

とは集権的なプロセスの再導入と再強化である．即ち，デジタル時代に技術を有効に利用す

るためには，NPMによって分離された組織のヒエラルキーや行政サービスの境界を元に戻

す必要があるとしている．NPMの分権化は多数の階層構造を生み出すことによって無駄を

生じさせているとする．つまり，NPMは多数の組織に対して民間企業のマネジメントプロ

セスの導入を強調した．その結果，NPMは調達や電子政府の運用など各組織に非常に類似

し標準化されていない機能を増殖させた．このような問題から，特に ITの分野では集権化

の程度を再び高める必要があるとしている．

このように DEGは ITの変化に対応するため，NPMによって分権化された構造を再び集

権化すべきと指摘している．そこで，本稿では以下の仮説を設定した．

仮説：集権化が進むほどデジタル化は進展する

3　リサーチ・デザイン

本稿では集権化とデジタル化に関する検証を行うため，以下の（1）～（2）式を対象として

重回帰分析を用いて推定する．

DX業務の効率化 ＝β0＋β1主導組織＋β2組織階層＋β3システム担当＋

 　β4 log （人口）＋β5財政力指数＋β6首長の属性＋ε （1）

DX住民サービス向上 ＝β0＋β1主導組織＋β2組織階層＋β3システム担当＋

 　β4 log （人口）＋β5財政力指数＋β6首長の属性＋ε （2）

自治体 DX推進計画において，自治体 DXを推進する意義は，1）住民の利便性の向上，2）

業務の効率化，にあるとしている．そこで，DXの目標としての業務の効率化の達成可能性

と住民サービスの向上の達成可能性をそれぞれ従属変数として設定した．集権的であればデ

ジタル化は各課主導よりも所管課主導で行われるはずである．そこで，β1では DXを各課が

主導しているか，DX推進室などの所管課が主導しているかその程度を７段階で変数化した．

また，集権化が進んでいれば組織の階層はよりフラットになるはずである．そこで，β2で

は過去 10年間の組織の階層について増加から減少までの 5段階で変数化した．さらに，集権

的であればシステムは担当課よりも管理部門が運用・管理しているはずである．そこで，β3

では基幹系 20業務の情報システムについて管理部門が運用・管理を担っていれば 1点，担

当課が運用・管理を担っていれば 0点として変数化した．コントロール変数は人口の対数 （log 

（人口）），財政力指数，首長が DXに精通しているかどうかに関する調査票の回答を用いる．
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調査は「地方自治体の DX化に向けた現状と課題（アンケート）」と題した質問紙を 862

市および都道府県の DX部門の担当者宛で郵送し，2022年 11月 25日から 2022年 12月 23

日を回答の締め切り日として設定した．調査票の設計にあたっては DXや基幹系情報システ

ムに関与している 3名の地方自治体の職員に事前にヒアリングをおこない，項目の修正をお

こなった．回答は 245の地方自治体から得られた（回収率 29.78％）．都道府県と市区町村で

事務が大きく異なることから，本稿では市区町村を対象とした．最終的に欠損を除く 219が

最終サンプルとなった．

図表 1　変数の定義
変数 設問 変数の定義

DX業務の効率化 DXの目標（業務の効率化）の
達成は可能と思いますか？ 

そう思わない（達成は困難であ
る）1～そう思う（達成可能で
ある）7

DX住民サービス向上 DXの目標（住民サービスの向
上）の達成は可能と思います
か？ 

そう思わない（達成は困難であ
る）1～そう思う（達成可能で
ある）7

主導組織 （DXの推進について）所管課
が主導ですか？それとも各課が
主導ですか？

各課主導 1～所管課主導 7

組織階層 過去 10年間（2013年以降）で
組織の階層の状況（数の増減）
について該当する数字に○をつ
けてください．

とても増加した 1～とても減少
した 5

システム担当 管理・運用の担当課について該
当する部署に☑してください．

20の基幹系情報システムごと
に担当課 1点，管理部門 2点と
した合計

log （人口）

―

2022年 1月 1日現在の対数変
換した住民基本台帳人口

財政力指数

―

2021年度決算の財政力指数

首長の属性 首長は DXに精通しています
か？

十分精通している 1～全く精通
していない 5
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4　分析結果

図表 4は（1）式及び（2）式について重回帰分析した結果を示している．（1）列は DXの

目標として業務の効率化の達成可能性を従属変数とした場合，（2）列は DXの目標として住

民サービスの向上の達成可能性を従属変数とした場合の結果である．

分析の結果，DX業務の効率化に対して，主導組織は 5%水準で有意となった．また，DX

住民サービス向上に対して，主導組織と組織階層が 10%水準で有意となった．他方，シス

テム担当は（1）式・（2）式ともに統計的に有意とはならなかった．これらの結果から，仮

説は部分的に支持された．

図表 2　基本統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

DX業務の効率化 201 1 7 4.74 1.759

DX住民サービス向上 203 1 7 4.80 1.668

主導組織 217 1 7 5.29 1.388

組織階層 216 1 5 3.00 .554

システム担当 198 1 40 28.72 9.062

log （人口） 219 8.86 14.49 11.25 .97643

財政力指数 219 .19 1.38 .60 .23998

首長の属性 215 1 5 2.87 .930

図表 3　相関係数
変数 （1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8）

（1）DX業務の効率化 1.000 .814** .178* .025 -.023 .131 .102 -.144*

（2）DX住民サービス向上 .809** 1.000 .147* .068 -.013 .101 .043 -.127

（3）主導組織 .180* .157* 1.000 .061 .092 -.144* -.121 -.062

（4）組織階層 .065 .100 .012 1.000 -.058 -.098 .016 .099

（5）システム担当 -.023 -.009 .103 -.079 1.000 -.004 -.013 -.114

（6）log （人口） .128 .086 -.136* -.138* -.013 1.000 .713** -.158*

（7）財政力指数 .121 .061 -.077 .008 -.023 .636** 1.000 -.009

（8）首長の属性 -.133 -.108 -.043 .118 -.124 -.185** .005 1.000

注）左斜下は Pearson相関係数，右斜上は Spearman順位相関係数を示している．
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5　考察

分析結果は DXを所管課が推進するほど DXの目標である業務効率化の達成可能性を高め

ることを意味している．加えて，DXを所管課が推進するほど，そして組織階層をフラット

にした団体ほど DXの目標である住民サービスの向上の達成可能性を高めることを意味して

いる．これらは DEGの ITの変化に対応するため NPMによって分権化された構造を再び集

権化すべきという主張を裏付けるものであると言える．なお，システム担当は統計的に有意

にならなかった．これはシステム調達を含んでいなかった影響である可能性がある．システ

ム担当にはシステムの運用と管理を担当課が行うか，管理部門が行うかの変数となってい

る．そのため，システム調達は含まれていない．

6　結論と課題

以上，本稿では我が国の地方自治体を対象としてデジタル化における DEGの有効性につ

いて検証した．検証の結果，集権化が進むほどデジタル化は進展するという仮説が部分的に

支持された．これらの結果は DEGの経験的証拠を示す点で先行研究に対する貢献がある．

また，デジタル化における政府のガバナンス構造に対する示唆を与えた点で実務に対する貢

献がある．なお，集権化について，本稿では DXを主導する組織，組織階層，システムの運

用・管理の担当とした．しかし，集権化については他の変数も影響している可能性がある．

また，本稿で採用した従属変数はDXの目標の達成可能性であり目標達成そのものではない．

この点は本稿の限界であり，今後の研究課題である．

図表 4　重回帰分析の結果
DX業務の効率化

（1）
DX住民サービス向上

（2）
主導組織 .198**

（2.201）
.146*

（1.692）
組織階層 .278

（1.262）
.381*

（1.793）
システム担当 -.008

（-.570）
-.005

（-.325）
log （人口） .191

（1.096）
.189

（1.126）
財政力指数 .463

（.679）
-.060

（-.093）
首長の属性 -.220

（-1.596）
-.167

（-1.280）
N 185 187

adj. R2 .039 .018
注） *, ** はそれぞれ 10％，5％水準以下で有意であることを示す．上段は係数を，下段括弧内は t値
を示している．
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